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３．２　システム開発の基本方針
「３．１ 次期システムの目的・ねらい」の趣旨にのっとり、「２．次期システムへの要求・ニーズ」からシステム課題を検討するにあたり、次のような基本方針を設定した。この基本方針により「２．次期システムへの要求・ニーズ」を選別し、ウエートづけを行い、新システムの内容を方向づけた。
（１）新システムの実現時期（実現時期に関する方針）
新システムの実現時期は、昭和63年前後から65年ごろまでとする。
（その理由）
・現センタのハードウエアは昭和61年ごろ更改が予想され、この時期にあわせて新システムを実施するのが順当である。
・現在想定されるシステム課題は広範多岐にわたり、開発期間として全体で5年くらいが想定
される。
・5年以上先では、利用者側の待機期間としても、技術的見通しの困難さとしても、具体的な
計画対象となり得ない。
（２）システム課題設定の原則（システム開発の対象範囲）
今回のシステム開発の対象として検討を行うシステム課題は、次の条件を満たすものとする。
①A事業関係部門を対象とし、次の原則のもの。
・現時点で技術的に可能であることが見通せるもの。
・A事業内の業務。
・制度、運用面等の問題で、ある程度解決の方向が見えるもの。
・システム構想のイメージが現時点でつかめるもの。
②省力化が見込まれる部分の機械化のいっそうの推進（××事務等）。
③顧客サービスにつながる機械化の推進（オンライン網の拡大等）。
④現在の事務処理体制では必ずしも十分でなく、新たに実施し、もしくは内容の健全化を図るものの機械化（防犯、機密保持等）。
⑤事業成績の向上に直接的につながるものを支援する機械化（新規顧客開拓支援）。
⑥マネジメントを支援する機械化（データベースの構築、情報システム等）。
（３）システム開発の基本的な考え方、取り組み方（実現手段・実現時期に関する方針）
①情報システムの構築
・各部門（本社、支社、支店、営業所）が必要なデータをコンピュータで収集、蓄積し、必要
な人が必要なときにこれを取り出せる仕組みを作る。
②エンド・ユーザ指向
· データベースからの任意情報の取り出し、レポートの作成等がエンド・ユーザの指示により
直接できるものにする。
· 簡単なシステム設計、運用もエンド・ユーザができるものとする。
· 機密を要するものは、エンド・ユーザの直接情報処理とする。
③拡張性、汎用性の重視
· システム変更等に対し、迅速、正確に対応できるシステム構築をねらう。
· 汎用ソフトウエアを極力活用できるシステムを採用する。
· ハードウエア、ソフトウエア等で互換性があり、ユーザの選択幅の大きいシステムを目指す。
④信頼性の高い機械化システム
· ノーダウン・システムの指向
⑤開発計画の原則
· システム開発負荷の分散を図るため、開発を極力平準化する。
· システム開発負荷の軽減のため、現システムのソフトウエア資源の有効活用を考慮すると
ともに、汎用ソフトウエアを極力活用する。
· 販売支援やマネジメントも、機械化等システム効果が機械化以外の条件に大きく影響される
ものについては、システムの対象範囲を段階的に広げることとする。

　　　　　　　　　　注：この事例は、当方法論に基づく方式（５Ｗ２Ｈを別項目とする）ではないが、内容的に
参考にしていただくために掲載している。
